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10 いじめ 

 
※文部科学省調査対象：国公私立小・中・高・特別支援学校，都道府県教育委員会，市町村教育委員会 

 

 

※各学年の認知件数には、特別支援学校小学部・中学部の認知件数を含む 
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○いじめの認知件数の推移（全国）

小学校 中学校 高等学校

出展：文部科学省調査

（件）

小１ 小2 小3 小４ 小５ 小６ 中1 中2 中3

令和元（2019）年度 87,759 96,416 91,981 82,883 71,255 54,767 55,405 34,352 17,341

令和２（2020）年度 81,787 84,354 78,629 71,385 59,901 45,240 42,999 25,987 12,397

令和３（2021）年度 96,142 100,976 94,781 84,125 71,991 53,016 51,293 32,190 15,041
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○小・中学校における学年別 いじめの認知件数（全国） 出典：文部科学省調査

Ⅱ.区（子ども）の状況 

（件） 
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  ※いじめ解消の判断基準 

・いじめに係る行為が止んでいる状態が相当の期間（少なくとも３か月を目安）継続していること 

・被害児童・生徒が心身の苦痛を感じていないこと 

 

 

 

○区立学校におけるいじめについて 

小学校の特徴としては、認知件数は多いものの、指導によって比較的短期間で解

消に向かう案件が多くみられます。中学校の特徴としては、認知件数自体は少ない

ものの、長期間にわたって継続した指導を要する案件が多くみられます。 

全体として、いじめの認知件数は増加しています。これは、軽微に思われる事案

であっても、本人や周囲の訴えを受け止めて適切な対応を行ったことが要因の一つ

と考えられます。 

また、いじめの指導については、いじめ対策委員会を設けて組織的な対応を行

い、継続的に見守る体制を整えながら解消の判断を行う学校が見られます。 
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○いじめの認知件数と解消率（区立小・中）

小学校認知件数 中学校認知件数 小学校解消率 中学校解消率

出典：済美教育センター資料
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11 不登校 

 

※文部科学省調査対象：国公私立小･中・高等学校，都道府県教育委員会，市町村教育委員会 

※年度間に 30 日以上登校しなかった児童生徒数を理由別に調査集計 
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○不登校児童生徒数の推移（全国）

小学校 中学校 高等学校

出典：文部科学省調査

（人）

小１ 小2 小3 小４ 小５ 小６ 中1 中2 中3

令和元（2019）年度 2,744 4,549 6,715 9,466 13,282 16,594 34,324 45,327 48,271

令和２（2020）年度 3,395 5,335 8,028 11,108 15,603 19,881 35,998 48,723 48,056

令和３（2021）年度 4,534 7,269 10,289 14,712 19,690 25,004 45,778 58,740 58,924

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

○小・中学校における学年別不登校児童生徒数（全国） 出典：文部科学省調査

（人）
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※出現率＝不登校者数÷在籍者数×100 

 

○区立学校における不登校について 

不登校児童・生徒の割合（出現率）を経年比較すると、小中学校ともに増加しま

した。これは、不登校は様々な要因・背景の結果として起きた状態であること、問

題行動ではないため周囲の大人が寄り添い、共感する姿勢をもつことが重要である

という考えが浸透し、登校を強要しなくなってきたことも要因として考えられま

す。 

118
137 184

199
219

267

381

215 209

302

340 339

437

516

0.60% 0.69%
0.89% 0.95% 1.04%

1.24%

1.74%

3.30% 3.30%

4.80%

5.30% 5.23%

6.68%

7.63%

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

8%

0

100

200

300

400

500

600

平成28

（2016）

年度

平成29

（2017）

年度

平成30

（2018）

年度

令和元

（2019）

年度

令和２

（2020）

年度

令和３

（2021）

年度

令和4

（2022）

年度

○不登校者数と出現率（区立小・中）

小学校不登校者数 中学校不登校者数 小学校出現率 中学校出現率

出典：済美教育センター資料
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